
 

財務省が発表した 4 月の国の消費税収は、前年同月比 4・8％増の 2 兆 6448 億円と

なりました。その他の税目も軒並み増加し、国の税収は伸び続けています。 

国の税収が伸びる一方で国民の暮らしは苦しくなるばかりです。2 人以上世帯の実質消

費支出は 5カ月連続で減少し、企業倒産件数も増加しています。日銀の生活意識に関する

アンケートでは「ゆとりがなくなってきた」という回答が 50％以上になっています。政

府は税収増を国民生活の支援に振り向けるべきではないでしょうか。 

政府・与党は、総選挙で公約した消費税減税を国会で審議せず、「社会保障国民会議」で

の議論に委ね、いたずらに結論を先送りしています。現在、国民会議では食料品の消費税

率を 2027 年 4 月から 2 年間に限って 1％に引き下げる案や、低所得者への給付金制度

などが議論されていますが、「一時しのぎの給付ではなく、恒久減税を」というのが、この

間の選挙での民意だったのではないでしょうか。 

 

 

高市首相が半年近く議論を

引き延ばしている間、ホルムズ

海峡危機による燃料高騰など

で、私たち国民の生活はさらに

苦しい状況に追い込まれてい

ます。この状況で食料品のみ

1％への減税、しかも 2年限定

ではあまりにも遅く不十分で

す。 

消費税率を5％へ引き下げた

場合、家計に与える経済効果は

食料品1％の約3倍の17万円

です（図）。全国民にただちに

届き、経済効果も大きい消費税の

一律減税こそが最善策です。 

国会で消費税減税審議を直ちに行い 

一律 5％引き下げで国民生活支援を 
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「消費税一律 5％」の減税効果は「食料品 1％」の約 3倍！ 
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